
平成２４年度当初予算案

主要事項説明資料

農 林 水 産 部



農　林　水　産　部

1 京力農業・農村総合対策事業費 各課

2 「いただきます。地元産」プラン推進事業費 食の安心・安全推進課

3 きょうと「食の安心・安全」確保事業費 食の安心・安全推進課

4 丹後・食の王国構想プロジェクト推進事業費 農村振興課

5 京都モデルファーム推進事業費 担い手支援課

6 新・世界遺産事業費 農政課

7 森林・林業経営イノベーション事業費 林務課

8 京の森を守り育てる担い手１，０００人づくり事業費
林務課、
モデルフォレスト推進課

9 京都モデルフォレスト創造事業費 モデルフォレスト推進課

10 野生鳥獣被害総合対策事業費 森林保全課

11 森林の恵みを届ける京の森整備事業費
林務課、森林保全課、
モデルフォレスト推進課

12 府内産木材利用促進事業費 林務課

13 緑の公共事業費　　　　　　　　　　 共通

14 農林水産業基盤整備事業費 共通
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農林水産－１

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京 力 農業・農村総合対策事業費
きょう りょく

予 算 額 ２，１０７，４７４千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

担い手の減少・高齢化などに的確に対応し、力強い京都農業づくりと持

続可能な農山村づくりを展開するため、農業法人等を核とした農業経営構

造への転換、農産物のブランド力強化、地域資源を活かした農村ビジネス

の創出等を総合的に推進

２ 事業概要

事 業 内 容

目 的

対 象

方法等

担当課名 農政課 企画政策担当
課・担当

０７５－４１４－４８９８
電話番号

（単位：千円）

予算額 事　　業　　の　　概　　要

1,000 京都の強みをいかし、競争力のある農業及び持続可能な農山
村づくりのための施策を推進

230,700 核となる農業法人等が、農地集積や契約栽培等により、中核
的な担い手が不足する集落を牽引する農業経営構造へ転換

43,975 認定農業者等の確保から、法人化や６次産業化等による農業
ビジネスの取組までを発展段階に応じて支援

431,613 就農・就業希望者の相談から技術習得、地域定着までをワン
ストップで支援

112,650 担い手のニーズに対応した広域的な農地との結びつけによ
り、農地集積を加速化

190,258 生産から流通、販売まで戦略的に推進することで、京都府産
農産物のブランド力・競争力を維持・強化

522,008 中山間地域等における農業生産活動及び多面的機能を増進
する活動を支援

282,000 地域ぐるみで農地や農業用水等の保全を図る共同活動や施
設の長寿命化を図る向上活動を支援

20,500 地域住民自らが描く村の将来像の実現に向け、地域資源を活
かした村オリジナルの農村ビジネスや村づくりを支援

272,770 後継者不足や農林地の荒廃など厳しい状況にある農山村地
域において行う緊急的かつ総合的な里の人づくり・基礎づくり

2,107,474

事　　　　　　項

推
進

京都府農業・農村施策の推進  ～　施策推進のエンジン　～　

京力農業づくり推進費

中
核
的
担
い
手
対
策

担い手経営基盤強化対策 ～　農業構造の転換　～　

京力農場づくり事業費

農業経営支援事業費

新規就農対策　～　未来の農業を支える担い手の確保・育成　～  

中核新規就農者倍増
事業費

農地集積対策  ～　担い手のニーズに対応した広域的な結びつけ　～

担い手農地活用支援
事業費

農産物ブランド力強化対策 ～　競争力強化・高付加価値化　～

農産物ブランド力強化
事業費

多
様
な
担
い
手
対
策

農業生産維持対策　～　持続可能な農業を下支え　～  

中山間地域等直接支
払事業費

農と環境を守る地域協
働活動支援事業費

集落機能維持・向上対策　～　村の活力と生活満足度を維持・向上　～

明日の「京都村」づくり
事業費

共に育む「命の里」新
展開事業費

合　　　　計



事　　業　　の　　概　　要 予算額

1,000

京都の強みをいかし、競争力のある農業及び持続可能
な農山村づくりのための施策を推進

1,000 1 - 2

274,675

核となる農業法人等が、農地集積や契約栽培等により、
中核的な担い手が不足する集落を牽引する農業経営構
造へ転換

230,700 1 - 3

認定農業者等の確保から、法人化や６次産業化等によ
る農業ビジネスの取組までを発展段階に応じて支援

43,975 1 - 4

431,613

就農・就業希望者の相談から技術習得、地域定着まで
をワンストップで支援

431,613 1 - 5

112,650

担い手のニーズに対応した広域的な農地との結びつけ
により、農地集積を加速化

112,650 1 - 6

190,258

生産から流通、販売まで戦略的に推進することで、京都
府産農産物のブランド力・競争力を維持・強化

190,258 1 - 7

804,008

中山間地域等における農業生産活動及び多面的機能
を増進する活動を支援

522,008 1 - 8

地域ぐるみで農地や農業用水等の保全を図る共同活動
や施設の長寿命化を図る向上活動を支援

282,000 1 - 9

293,270

地域住民自らが描く村の将来像の実現に向け、地域資
源を活かした村オリジナルの農村ビジネスや村づくりを
支援

20,500 1 - 10

後継者不足や農林地の荒廃など厳しい状況にある農山
村地域において行う緊急的かつ総合的な里の人づくり・
基礎づくり

272,770 1 - 11

2,107,474

事　　　　　　項

（単位：千円）

京力農業・農村総合対策事業費 一覧

中山間地域等直接支払事
業費

京力農場づくり事業費

農地集積対策  ～　担い手のニーズに対応した広域的な結びつけ　～

担い手農地活用支援事業
費

頁

中
核
的
担
い
手
対
策

多
様
な
担
い
手
対
策

推
進

京都府農業・農村施策の推進  ～　施策推進のエンジン　～　

京力農業づくり推進費

合　　　　計

担い手経営基盤強化対策 ～　農業構造の転換　～　

農業経営支援事業費

農林水産－１－１

共に育む「命の里」新展開事
業費

農と環境を守る地域協働活
動支援事業費

農業生産維持対策　～　持続可能な農業を下支え　～  

新規就農対策　～　未来の農業を支える担い手の確保・育成　～  

農産物ブランド力強化対策 ～　競争力強化・高付加価値化　～

中核新規就農者倍増事業
費

農産物ブランド力強化事業
費

集落機能維持・向上対策　～　村の活力と生活満足度を維持・向上　～

明日の「京都村」づくり事業
費



農林水産－１－２

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京力農業・農村総合対策事業費

京 力 農 業 づ く り 推 進 費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

京都の強みをいかし、競争力のある農業及び持続可能な農山村

づくりのための施策を推進する。

事業内容

目 的 ２ 事業概要

対 象

方法等 学識経験者、農業者、消費者などで構成する外部委員会により、

京都府農業施策等の点検・評価・改善を実施

担当課名 農 政 課 企画政策担当
課・担当

０７５－４１４－４８９８
電話番号



農林水産－１－３

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京力農業・農村総合対策事業費

京力農場づくり事業費

予 算 額 ２３０，７００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

集落営農組織等の法人化、経営多角化や６次産業化などの取組を支援し、農

作業受託や農地集積、契約栽培等を推進することで、集落営農組織等が核とな

り、中核的な担い手が不足する集落を牽引する力強い農業経営構造への転換を

図る。

２ 事業概要

(１) 集落営農発展型産地づくり事業

事業内容 ① 集落営農発展型農場づくり事業

法人化や経営多角化、農地集積や高収益型作物の新規導入の推進等、集落

目 的 営農組織等の経営基盤強化に必要な取組を支援

対 象 ※ 要件：中核的担い手が不足する集落内で、新たに農地を５ha以上集積

方法等 高収益型作物の生産及び販売又は加工 等

② 市町村産地経営構造改革支援事業

集落営農組織等が中核的な担い手の不足する集落等において実施する、農

作業受託や農地集積等の取組を支援

(２) 企業的農業経営体づくり事業

① 農業経営体育成事業

６次産業化による農業経営体の経営強化を、ビジネスプランの作成・ブ

ラッシュアップや施設・機械整備助成により支援

② 食品関連企業参入促進事業

契約栽培などを通じた地域の担い手を確保・育成するため、食品関連企

業が実施する農産物処理加工施設の整備を支援

※ 要件：府内産農産物の５割以上取扱い

担当課名 農産課 京の米・豆・保険担当 課・担当 電話番号 ０７５－４１４－４９５３

担い手支援課 農業ビジネス担当 ０７５－４１４－４９０８



農林水産－１－４

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京力農業・農村総合対策事業費

農 業 経 営 支 援 事 業 費

予 算 額 ４３，９７５千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

地域農業を担う安定的・継続的な農業経営体を育成するため、認定農業者

等の確保から農業経営の法人化や農商工連携・６次産業化による農業ビジネ

スの取組までを発展段階に応じて総合的に支援する。

２ 事業概要

（１）農業経営力強化総合対策事業

① 農業ビジネス力強化推進事業

農業経営の法人化や農業法人の経営力強化等を支援するため、法人設立

に当たっての課題等を解決する法人化請負人の派遣や法人税制や会計等の

事業内容 法人化研修会等を開催

目 的 ② 先導的集落法人育成事業

対 象 地域においてビジネス感覚に優れた農業者を核とした集落型農業経営体

方法等 を集中的に育成

③ 認定農業者等確保・育成事業

認定農業者を目指す農業者や、集落営農組織の経営力強化を図り経営感

覚に優れた経営体を確保・育成するために行う市町村の活動を支援

④ 若手農業者経営力向上支援事業（認定就農者支援活動）

(社)京都府農業総合支援センターが実施する認定農業者を目指す認定就

農者等の規模拡大等に必要な農業用機械・施設のリース事業に係る経費を

助成

（２）農業ビジネス支援事業

農業ビジネスの取組を推進するため、(社)京都府農業総合支援センター

が実施する専門家派遣やビジネスマッチング、加工食品の試作品づくりに

必要な助言等、発展段階に応じた支援を実施

担 当 課 名 担い手支援課 新規就業・金融担当 課・担当 電話番号 ０７５ー４１４ー４９０２

農 業 ビ ジ ネ ス 担 当 ０７５－４１４－４９０８



農林水産－１－５

平成２４年度当初予算案主要事項説明
農林水産部

事 業 名 京力農業・農村総合対策事業費

中 核 新 規 就 農 者 倍 増 事 業 費

予 算 額 ４３１，６１３千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

農業の新たな担い手の確保を図るため、就農・就業希望者の相談から技

術習得、地域定着までをワンストップで支援し、円滑な新規就農・就業を

促進する。

２ 事業概要

（１）農林水産業ジョブカフェ事業

○ 農林水産業への新規就業等相談の総合窓口「農林水産業ジョブカフェ」

の設置・運営（京都ジョブパーク内）

事業内容 ○ 新規就農希望者に対する農業体験研修や就農・就業相談会等の実施

目 的 （２）担い手づくりサポートセンター事業

対 象 ○ 「就農サポーター（農業法人等）」での雇用研修を支援

方法等 ○ 農業の入門・基礎講座の実施

（３）担い手養成実践農場事業

○ 地域における「技術習得」から「就農」までを一貫して支援

（支援内容）

・ 地域とのマッチング及び農地の確保

・ 技術指導者の設置、農地の借上、農地の簡易整備、住宅改修、研修用

農機・施設の借上等経費

・ 農村生活についての助言等を行う担い手づくり後見人の設置

（４）新規就農者確保事業

○ 青年が行う就農前の研修期間（2年以内）及び経営が不安定な就農直後

（5年以内）の所得を確保する給付金（150万円／年）を交付

①就農準備給付金：先進農家等で研修を受ける４５歳未満の青年

②経営開始給付金：市町村の「地域農業マスタープラン」に位置付け

られた（又は位置付けられると見込まれる）４５

歳未満の独立・自営就農者

（５）農業後継者定着促進事業

○ 就農研修（準備）資金の貸付け及び就農研修資金の償還に対する助成

担当課名 担い手支援課 新規就業・金融担当 課・担当 電話番号 075-414-4902



農林水産－１－６

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京力農業・農村総合対策事業費

担 い 手 農 地 活 用 支 援 事 業 費

予 算 額 １１２，６５０千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

過疎化、高齢化により地域農業の担い手不足が進展する中、中核的な担い

手等への農地集積を促進し、地域農業の維持・発展を図る。

２ 事業概要

（１）担い手農地集積促進事業

農地情報の登録・発信及び登録農地の紹介・あっせんを実施するととも

に、集落内で活用が困難な農地について、「農地集積コーディネーター」が

事業内容 担い手のニーズに応じて作成した「農地カルテ」を活用し、農地と担い手

のマッチングを行うなど、広域的な農地集積を促進

目 的

対 象 （２）農地有効活用促進事業

方法等

○ 農地集積協力金

土地利用型農業からの経営転換、相続、高齢等で離農する際に、「地域農

業マスタープラン」に位置付けられた地域の中心となる経営体への農地集

積に協力する者に対して協力金を交付

○ 農作業受託促進交付金

農作業受託による農地集積に対して交付金を交付

（３）農地保有合理化事業

農地の買入に必要な資金の借入に係る利子を補給

担当課名 担い手支援課 新規就業・金融担当 課・担当 電話番号 ０７５－４１４－４９０２



農林水産－１－７

平成２４年度当初予算案主要事項説明
農林水産部

事 業 名 京力農業・農村総合対策事業費

農 産 物 ブ ラ ン ド 力 強 化 事 業 費

予 算 額 １９０，２５８千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都の農林水産業を生産から流通、販売まで戦略的に推進することで、京

都府産農産物のブランド力・競争力の強化を図る。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 事業の概要 予算額

流通・販売対策

事業内容 ～京都ならではの販売戦略、首都圏での売込み強化～

ブランド需要開拓 ・ブランド農産物の品目拡大、首都圏への情報発信

事業費 等により需要を拡大

目 的 ・京野菜の付加価値の創出や規格外品の活用等によ

対 象 り新商品を開発し新たな需要を拡大
15,000

方法等 ・京野菜の機能性成分について医学的に証明し、新

たな機能性食品の開発により需要を拡大

海外戦略 ～京ブランド農産物の海外展開と情報発信～

輸出促進事業費 ・品目ごとに輸出先のターゲットを絞り、重点的に

販路を開拓

・京都産業21と連携し、農産物の輸出を支援し、強
6,900

い農業経営体を育成

宇治茶の魅力世界 宇治茶伝道師による宇治茶の魅力発信、消費拡大を

発信事業費 支援
1,000

生産力強化 ～足腰の強い生産体制に強化～

ブランド生産振興 ・ブランド京野菜等の高付加価値化を図るため、京

事業費 都こだわり生産認証制度の運用や施設整備を支援

・収益性の高い水田農業の確立に向けた取組を支援 142,358

・有機農業をはじめとする地球温暖化防止等に効果

の高い営農活動を支援

農林水産業基盤整 宇治茶ブランドを生産面から支援するため、被覆整

備事業費（茶業振 備等を助成 25,000

興対策事業費）

担 い 手 支 援 課 農 業 ビ ジ ネ ス 担 当
課・担当

075－414－4908

担当課名 研究普及ブランド課 ブ ラ ン ド 推 進 担 当
電話番号

075－414－4940

農 産 課 米 ・ 豆 ・ 保 険 担 当 075－414－4953



農林水産－１－８

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

京力農業・農村総合対策事業費
事 業 名 中 山 間 地 域 等 直 接 支 払 事 業 費

予 算 額 ５２２，００８千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
耕作放棄地の増加等により国土の保全、水源のかん養等の多面的機能

の低下が懸念される中山間地域等において、農業生産活動の維持を支援
し、多面的機能の確保を図る。

２ 事業概要
(1)対 象 地 域：

地域振興８法（特定農山村・山村・過疎・半島等）及び知事特認地域
(2)対象農用地

農振農用地区域内の一団の農用地（１ha以上）であって、以下の基準
を満たすもの
①急傾斜地（田1/20、畑15度以上）

事業内容 ②自然条件により小区画・不整形な田
③緩傾斜地（田1/100、畑8度以上）、又は高齢化率・耕作放棄率の高

目 的 い農用地で市町村長が特に必要と認めるもの
対 象 (3)対象行為
方法等 集落協定等に基づき、５年間以上継続して行われる農業生産活動等

(4)対 象 者
集落協定等に基づき、５年間以上継続して農業生産活動等を行う者

(5)実施期間：平成２２年度～２６年度
(6)交付単価 （単位：円／10a）

急 傾 斜 緩傾斜等
（田1/20～、畑15度～） （田1/100～、畑8度～）

田 ２１，０００ ８，０００
畑 １１，５００ ３，５００
※加算単価 水 田 畑

規 模 拡 大 加 算 １，５００ ５００
土 地 利 用 調 整 加 算 ５００ ５００
小規模・高齢化集落支援加算 ４，５００ １，８００
法人設立加算(特定農業法人) １，０００ ７５０
法人設立加算(農業生産法人) ６００ ５００

※ただし、農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項を実施しない場
合には、上記単価に０．８を乗じた額とする。

(7)実施主体：市町村
(8)負担区分

国 府 市町村
８法地域 １／２ １／４ １／４
特 認 １／３ １／３ １／３

(9)平成２４年度対象見込面積
５，２４９ｈａ

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 ０７５－４１４－４９０６



農林水産-１－９

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名
京力農業・農村総合対策事業費

農と環境を守る地域協働活動支援事業費

予 算 額 ２８２，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

地域ぐるみでの農村環境保全活動や、施設の長寿命化の取組、農業参入

法人等による維持管理活動を支援することで、農村環境の保全や地域コミ

ュニティの構築による地域力再生を図る。

２ 事業概要

事業区分 事 業 内 容

地域ぐるみでの農地・農業用施設の適切な保全、景観

事業内容 形成等の活動への支援

◆実施期間：H24～28（1期対策はH19～23）

目 的 共同活動

対 象 支援事業 田 4,400円/10a

方法等 支援単価 畑 2,800円/10a

草地 400円/10a

※H19採択及び向上活動取組地区は7.5割単価

施設の長寿命化のための活動や広域的取組、地域環境

保全等の高度な取組への支援

◆実施期間：H23～28

向上活動

支援事業 田 4,400円/10a

支援単価 畑 2,000円/10a

草地 400円/10a

農業参入企業、農業生産法人等の農業経営体が地域と

の協働により取り組む農地・農業用施設の維持管理活動

農業経営 を支援(共同活動･向上活動に取り組めない地区に限る)

体生産環 ◆実施期間：H23～25（1経営体あたり2年間）

境整備事

業 支援単価 共同活動に準拠

※上限1,000千円/地区・年

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当・電話番号 075-414-4906



農林水産－１－10

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名
京力農業・農村総合対策事業費

明 日 の ｢ 京 都 村 ｣ づ く り 事 業 費

予 算 額 ２０，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地域ぐるみで意欲的に農村ビジネスや集落維持・発展活動に取り組

む農村集落を支援することで、地域の活力と生活満足度の維持・向上

を図る。

２ 事業概要

地域住民自らが描く村の将来像の実現に向け、地域資源を活かした

村オリジナルの農村ビジネスや村づくりに対して、計画づくりから実

践までを伴走支援

(1) ｢京都村｣づくり総合支援事業 １６，０００千円

事業内容 事業主体： 集落連携体（旧村等単位）

目 的 事 業 費： １地区当たり２０，０００千円／３箇年

対 象 補助率等： １／２

方法等 事業内容： 目指すべき村の将来像の実現に向けて総合的に支援

(支援の例)

○ 民 宿 村：農業体験、交流体験等を受け入れる農家民宿等の整備

○ ぐるめ村：農村レストラン、加工品販売施設等の整備

(2) ｢京都村｣づくり伴走支援事業 ４，５００千円

実施地区の計画づくり・経営指導等を行う支援員の設置や取組地区

の進捗管理・効果検証等を行う支援ネットを運営

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当電話番号 075-414-4906



農林水産－１－11

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京力農業・農村総合対策事業費

共に育む「命の里」新展開事業費

予 算 額 ２７２，７７０千円 新規・継続の別 一部新規

１ 趣 旨

過疎化・高齢化の進む農山村地域において、里の人づくりや基礎づ

くりに資する事業を総合的に実施し、安全な食料や水、空気の供給な

ど府民生活を支える「命の里」としての維持・再生を図る。

２ 事業概要

地域連携組織の活動実態に応じたきめ細やかな支援への充実転換

事業内容 【再生支援】

○里の人づくり

目 的 複数集落の連携や集落と大学等多様な主体が連携した組織の育成及び

対 象 活動支援、行政や民間人材の派遣及び地域の次期リーダーの育成等によ

方法等 る人材支援等を実施

・里の人づくり事業費 ５０，２７０千円

○里の基礎づくり

住民協働による生活道路や農業用施設等の整備・保全、地域が自ら考

え実践する地域課題解決の事業の実施等を支援

・里の基盤整備事業費 １９３，０００千円

・里の地域活力再生事業費 ２０，０００千円

【見守り支援】

過疎・高齢化の進行により、安心・安全な暮らしの維持が危ぶまれる集

落について、ＮＰＯ、地域連携組織等が実施する見守り活動を支援

・里の地域見守り事業費 ４，０００千円

【自立支援】

「命の里応援基金(仮称)」を創設し、企業や府民からの寄付金や支援活

動による地域再生活動の持続と行政支援からの自立を促進

・「命の里ビジネス」創生事業費【新規】 ５，５００千円

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 075-414-4906



農林水産－１－11－１

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 共に育む「命の里」新展開事業費

里 の 人 づ く り 事 業 費

予 算 額 ５０，２７０千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

過疎化・高齢化集落を含む農村地域の複数集落による連携組織の設立や地域の

実情に応じた里力再生計画の策定、再生計画に基づく活動を地域と協働しながら

支援することで、地域の絆や知恵を出し合い課題解決に取り組む力である「里力」

を再生し、過疎化・高齢化の進む農村地域の再生を図る。

２ 事業概要

事業内容 (1) 地域連携組織設立活動支援事業 (地域連携組織)

地域連携組織等の運営・活動に要する経費に対し補助

目 的 ・里力再生計画づくりや各種事業の調整、実施など地域連携組織の運営

対 象 ・地域資源の活用に向けた調査・検討

方法等 ・地域連携組織の中心となって調整等を行う里力再生推進員の設置

・地域課題の解決に向けた適地適策事業の実施

補助率：府 １／２、市町村等 １／２

(2)人材支援事業 (京都府)

①「里の仕事人(府職員)」の配置・活動

地域連携組織等の運営や事務処理等を支援する「里の仕事人」の配置・活動

②「里の仕掛人(民間人材)」の配置・活動

地域のマネージメントや外部企業等とのネットワークの形成、生活サポート・

地域おこしや社会的起業を行う「里の仕掛人」の配置・活動

③地域人材の育成

地域連携組織の自立的取組のため、次期リーダー候補の発掘や企業・ＮＰＯ・

行政等多様な主体が連携して行う人材育成の実施

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 075-414-4906



農林水産-１－11－２

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名
共に育む「命の里」新展開事業費

里 の 基 盤 整 備 事 業 費

予 算 額 １９３，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

後継者不足や農地の荒廃など厳しい状況にある農村地域において、

生活環境基盤や農業生産基盤、営農基盤を維持保全するために複数集

落が連携・協力して取り組む活動等を支援することで、農村地域の再

生を図る。

２ 事業内容

区分 事 業 内 容 予算額

事業内容 生活環境 未整備や劣化、狭小や見通し不良など、日常的な利 千円

基盤 用に支障を来している生活道路や生活用排水路の補修 100,000

目 的 など、生活環境基盤の整備に要する経費を補助

対 象 【実施主体】市町村、地域連携組織等

方法等 【補 助 率】２／３以内

【 対 象 】集落内の生活道路や生活用排水路等の

補修、転落防止柵や街灯の設置など

農業生産 劣化等により機能が低下している農道や農業用水路 千円

基盤 の補修など、農業生産基盤の総合的一体的な整備に要 53,000

する経費を補助

【実施主体】市町村、土地改良区等

【補 助 率】２／３以内

【 対 象 】農道、農業用水路の補修、法面補修、

暗渠排水、客土、鳥獣害防止柵設置、ため池応急補

修、転落防止柵設置など

営農基盤 複数の集落単位で地域農業を互いに支え合う広域的 千円

な営農体制を構築するために必要な施設・機械の整備 40,000

に要する経費を補助

【実施主体】集落営農組織等

【補 助 率】１／２以内

【 対 象 】農業用機械・施設、農産物販売・加工

用機械・施設、新規参入者住宅の改修など

担当課名
農村振興課 地域活性化,基盤担当

課・担当 電話番号
075-414-4906,5048

担い手支援課 農業ビジネス担当 075-414-4908



農林水産－１－11－３

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名
共に育む「命の里」新展開事業費

里 の 地 域 活 力 再 生 事 業 費

予 算 額 ２０，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

複数集落が連携して再生活動に取り組む「地域連携組織」が自らが考え実践

する地域課題解決の取組を支援し、過疎・高齢化の進む農山村地域が抱える多

様な課題の解決を図る。

２ 事業概要

○地域課題解決支援事業

事業内容 (1) 地域が自ら運営する生活交通事業や地域ぐるみの高齢者見守り、巡回健康相

談の実施など、地域が自ら考え実践する地域課題を解決するための事業の実施

目 的 に要する経費を支援

対 象 ○ 事業主体 地域連携組織等

方法等 ○ 補 助 率 ２／３以内

○ 事業内容（想定事業）

移住定住の促進（空き家改修、移住者の募集等）

生活交通（地域自主運行デマンド交通システムの導入等） 等

(2) 外部支援者パワーアップ活動枠【拡充】

都市地域の大学生等が多様な地域再生につながるプロジェクトを提案し、

地域と協働して実践する活動を支援

○ 事業主体 外部支援者（都市地域の大学生等）と地域が組織する団体

○ 補 助 率 ２／３以内

(3) 若手・女性グループチャレンジ支援枠【拡充】

自由な発想による集落の持続可能な取組へのきっかけづくりのため、地域連携組織の若

手・女性グループが実践する取組を支援

○ 事業主体 地域連携組織の若手・女性グループ

○ 補 助 率 定額補助（1組織20万円以内）

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 075-414-4906



農林水産－１－11－４

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 共に育む「命の里」新展開事業費

里 の 地 域 見 守 り 事 業 費

予 算 額 ４，０００千円 新規・継続の別 一部新規

１ 趣 旨

極度の過疎化・高齢化により集落住民の自助・共助による生活維持や、集落

の持続的存続そのものが困難であることが明確な集落に対し、住民の暮らしを

守るための多様な活動・集落再構築等に対する支援を実施

２ 事業概要

○ 対象集落

事業内容 里の人づくり事業に取り組んでいない構成戸数20戸以下・70歳以上の人口が70％

を超える農山村集落で、本事業に取り組むことについて、合意が得られる集落

目 的

対 象 ○ 事業内容

方法等 (1) 里の絆づくり支援会議の設置 【新規】 (京都府)

広域振興局単位で、行政、社会福祉協議会、商工会、ＮＰＯ、生協等が地域課題

に協働して対応するプラットホームを設置し、支援体制や地域ケアプランを検討・

策定

(2) 里の絆づくり活動支援事業 (市町村)

①生活維持支援

生活維持のためにかかる経費に対する支援

・週１回程度の買い物、通院・通所、出金等の送迎又は代行

・緊急通報装置の配備、定期的な安否確認訪問

・除雪等を行うボランティア派遣 等

補 助 率：府１／３、市町村１／３、地元１／３

②集落再構築支援

集落の再構築にかかる経費に対する支援

・伝統文化等の記録保存

・農林地等の境界確定

・転居費用（公営住宅等） 等

補 助 率：府１／２、市町村１／２

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 075-414-4906



農林水産－１－ 11 －５

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 共に育む「命の里」新展開事業費

「命の里ビジネス」創生事業費

予 算 額 ５，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

農山村の再生に貢献する商品やサービスに付加・貼付する「命の里

マーク」を創設し、企業や農山村の商品やサービスの価値を向上させ

るとともに、企業や府民からの寄附や支援活動による地域再生活動の

持続と行政支援からの自立を促進する。

２ 事業概要

事業内容 ○事業主体：京都府

○事業内容

目 的 (1) 農山村におけるビジネス化等を支援する「命の里応援基金」（仮

対 象 称）の設置

方法等

(2) 「命の里マーク」の商標登録、ウェブサイト「いのちの里･京都

村」の制作により、「命の里」をブランド化し、農山村と都市を繋

ぐビジネスを推進

(3) 命の里マークの普及等の企画調整などを担う中間支援組織「ＮＰ

Ｏ法人いのちの里京都村」を設立

※「命の里応援基金」（仮称）

命の里における地域再生活動に対する支援を目的として、「公益

財団法人京都地域創造基金」に新たに設置

趣旨に賛同する企業等から受ける寄附等を原資として、地域再生

活動を行う団体等へ助成

担当課名 農村振興課 地域活性化担当 課・担当 電話番号 075-414-4906



農林水産－２

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 「いただきます。地元産」プラン推進事業費

予 算 額 ４，２００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

次代を担う子ども達等に、給食を通じ、より安心で新鮮な地元産農産物
を提供するとともに、食農体験により食育の推進を図る。

２ 内 容

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

事 業 内 容 千円

「まるごときょうと ・学校給食での地産地消を推進する ２，７００
目 的 の日」推進事業 ため、すべての食材を府内産農林水

産物とする「まるごときょうとの日」
を実施

対 象

「いただきます。地 ・地元産農産物を利用した学校給食 ５００
元産」プラン推進事 が実施されるよう推進

方 法 等 業 ・地元産農産物の利用に意欲的な取
組を行った病院・福祉施設等を「
たんとおあがり京都府産」施設と
して認定し、拠点づくりを推進

・地域の食や農への理解を図る取組
を推進

農の食育推進事業 ・子ども達に農作業等をわかりやす １，０００
く体系的に指導できる農業者を「
きょうと食いく先生」として養成

・「生産」「保健衛生」「教育」「企業」
「ＮＰＯ」等との連携による食育
の取組を実施

課 ・ 担 当 直 通
担当課名 食の安心・安全推進課 食育・地産地消担当 ０７５－４１４－５６５６

電 話 番 号



農林水産－３

平成２４年度当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

農 林 水 産 部

事 業 名 きょうと「食の安心・安全」確保事業費

予 算 額 ３６，２１３千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
多発する食品偽装や残留農薬等、府民の食への不安が高まる中、関係

部局が連携し、食品表示の適正化、食品衛生監視指導等を強化すること

により、府民の食への信頼の回復を図る。

２ 事業内容

○ 放射性物質検査（5,000千円）

事業内容 国の食品中の放射性物質の規制値に対応した府内産農林水産物の放射

性物質検査を行い、その結果を公表することにより、食の安心・安全を

目 的 確保する。

対 象

方法等 ○ 食品表示パトロール（2,000千円）
産地偽装など食品表示に関する事件が多発する中、関係職員（農林水

産・健康福祉・府民生活）が合同巡回調査を実施することにより、違反

事実に効率的かつ迅速に対応し、食の安心・安全を確保する。

○ 食品衛生監視指導（15,388千円）
食品衛生推進員「京の食“安全見はり番”」等による自主衛生管理の推

進、食品衛生監視機動班による事業者への監視・指導の実施や食品等の

放射性物質、残留農薬、添加物等の検査体制を充実し、食の安心・安全

を確保する。

○ 食品検査（4,413千円）
府内に流通している食品等の検査を行い、その結果を定期的に公表す

ることにより食の安心・安全を確保する。

○ 遺伝子組換え食品検査（4,792千円）
ＤＮＡ検査機器により遺伝子組換え食品の分析を実施し、表示内容の

検査を行うことにより、食の安心・安全を確保する。

○ 拠点保健所業務管理基準(ＧＬＰ)導入（4,620千円）
ＧＬＰ(業務管理基準)の導入により、精度管理体制の構築、検証体制

の整備を図り、検査の信頼性を確保する。

生活衛生課 食品衛生担当 課・担当 075-414-4773担当課名 食の安心・安全推進課 食の安全担当 電話番号 075-414-5654



農林水産－４

平成２４年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部・農林水産部

事 業 名 丹後・食の王国構想プロジェクト推進事業費

予 算 額 １８，５００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

丹後地域の持つ良質で豊かな地域資源である「食」をテーマに、丹後あじわ

いの郷を核として､丹後地域一帯に「食」関連の産業が連たん立地する一大回廊

を構築することを目指す「丹後・食の王国構想」の実現を図る。

２ 事業概要

(1)「Tango Big Business Project」推進事業

① 丹後・がんばる事業者連携プロジェクト

・丹後の様々な生産者・事業者が参加・連携して、地域が一体的にビジネスを

行うための「組織」［丹後ビジネス支援会議（仮称）］を立ち上げ、組織を中心に

ビジネスを進めるとともに組織に必要な機能を検討

② 丹後の食材売り込み促進プロジェクト

・流通・外食産業等のバイヤーを招聘した「大商談会」の開催

・首都圏で開催される展示会等に「食の王国」ブースを出展

・都市部の高級ホテル等における「丹後・食の王国フェア」の開催

事 業 内 容 ③ 「丹後の新おみやげ品」マーケティング推進プロジェクト

目 的 ・23年度に開発した丹後の食材を利用した「丹後の新おみやげ品」の販路開拓

対 象 等マーケティング活動を支援

方法等 ④ 丹後・食関連ビジネス創出強化プロジェクト

・食関連ビジネスの研修会や食関連ビジネスサロンの設置

(2) 丹後・食の王国構想の拠点づくり事業

① 丹後・食の王国マルシェ形成事業

丹後あじわいの郷を中心として

・定期市（マルシェ）の開催による地域の食材や新商品のＰＲを支援

・食を通じた地域内の異業種交流や女性を中心とした食のネットワークづくりを

支援

② 丹後あじわい食発掘・発信事業

・丹後の良質で豊富な食材や郷土料理などを活用した「丹後あじわい食」拡大の

ためのアドバイザー派遣やＰＲ活動

③ 丹後・食の王国構想拠点化推進事業

・構想の実現に向けて、構想の企画や関係団体等との調整を図る食の王国コー

ディネータの設置

担当課名
産業労働総務課 企画・地域戦略担当

課･担当 電話番号
075-414-4820

農村振興課 地域活性化担当 075-414-4906



農林水産－５

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京都モデルファーム推進事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

高齢化等により集落内での活用が困難な耕作放棄地と農業の多面的機能

に着目した社会貢献活動等を指向する企業やＮＰＯ法人をマッチングする

事業内容 ことにより、企業やＮＰＯ法人等の多様な主体が地域と協働して取り組む

農地の保全活動を支援し、農地の有効活用を図る。

目 的

対 象 ２ 事 業 概 要

方法等

(1) 企業・ＮＰＯ法人等の支援

事 業 主 体 京都府

事 業 内 容 企業・ＮＰＯ法人等の掘り起こしや集落との

マッチング支援

(2) 集落の支援

事 業 主 体 京都府農業会議

事 業 内 容 「モデルファーム推進員」を設置し、受入れ

集落の掘り起こしや集落内合意形成等を支援

担当課名 担い手支援課 農地担当 課・担当 電話番号 ０７５－４１４－４９１０



農林水産－６

平成２４年度 当初予算案主要事項説明

政 策 企 画 部

文 化 環 境 部

商工労働観光部

農 林 水 産 部

事 業 名 新・世界遺産事業費

予 算 額 ２６，５００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 目 的

「世界遺産条約採択４０周年記念最終会合（平成24年11月6日～8日）

の京都開催にあわせ、世界遺産である「古都京都の文化財」や京都の文化

・観光資源等を世界に発信するとともに、「天橋立」「日本茶・宇治茶」

「日本料理」の世界遺産登録を推進し、府域全体の活性化を図る。

事 業 内 容 ２ 事業内容

(1) 世界遺産条約採択４０周年記念会議連携事業の推進

・ 府民対象事前シンポジウム

目 的 ・ 歓迎レセプション

対 象 ・ ｢古都京都」の文化財の視察・ＰＲ

方法等 ・ 京都の文化体験・ＰＲ 等

(2) 世界遺産・無形文化遺産登録の推進

・ ｢天橋立」「日本茶・宇治茶」の登録に向けた検討・研究の実施

・ 国際的評価・知名度向上のための「天橋立」「日本茶・宇治茶」

のシンポジウム・視察等の実施

・ 日本料理を登録に向けた「日本料理文化博覧会（仮称）」の実施

・ メディアを活用した「日本料理」等京都文化の発信事業の実施

３ 推進体制

・ 関係市町村・関係団体等と推進体制を整備

戦略企画課 075-414-4348

担 当 課 名
文化芸術室

課・担当 電話番号
075-414-4219

観 光 課 075-414-4837
農 政 課 075-414-4901



農林水産－７

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 森林・林業経営イノベーション事業費

予 算 額 ４４３，７３０千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

森林整備の広域化・機械化や流通の合理化、加工体制の強化などに

より、府内産木材の利用の推進を図る。

２ 事業概要

森林・林業の経営革新

○林業経営高度化事業費 ６，５００千円

事業内容 利用間伐に取り組めない森林組合と民間林業事業体との広域的な森林

施業の協業化を促進するため、林業経営高度化センターの設立を支援し、

目 的 林業事業体の経営規模の拡大と雇用の増大を実現

対 象

方法等 ○森づくり加速化事業費 ３３０，８５０千円

従来の切捨間伐から利用間伐に転換するため、路網整備や高性能林業

機械の導入等による低コスト化の推進を支援し、生産量の拡大を実現

府内産木材の流通革新

○府内産木材安定供給システム整備事業費 ８，５００千円

原木ストックヤード等の整備を支援することにより、原木の集出荷体

制を一元化し、流通コスト（仕分け・輸送）の低減と安定した供給体制

の構築による有利販売を実現

○木材加工ネットワーク化事業費 ９７，８８０千円

・製材所の得意分野を活かした分業体制の確立

・地域の加工拠点での乾燥施設等の整備による木材の品質向上

・間伐材の需要増加に対応した加工体制強化

・新たな供給先を開拓するための輸送コストの支援

担当課名 林務課 林業振興担当 課・担当電話番号 075-414-5002

林産振興担当 075-414-5009



農林水産－８

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京の森を守り育てる担い手 1,000 人づくり事業費

予 算 額 ９１，１１４ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

４月に開校する府立林業大学校において、大学や企業、実践者などと

連携した体制のもとで、理論と実践を組み合わせた教育・研修を実施す

事業内容 るなど、京都の豊かな森林を守り育てるため、林業の持続的発展や府民

参画の森づくり運動などを支える幅広い人材の育成に取り組む。

２ 事業概要

目 的

対 象 （１）林業大学校における総合的な教育・研修

方法等 森林・林業に関する知識と理論を体系的に学べるよう、府内の大

学とも連携し、幅広い分野の多彩な教育・研修プログラムを提供

（２）早期就業のための実践的研修

伐採や搬出など適切な森林整備に必要な技術研修や、作業路網の

整備、高性能林業機械等を使用した低コスト林業の実践的な研修を

実施

林務課 企画・経営担当 075-414-5016

担当課名 林 業 振 興 担 当 課・担当電話番号 075-414-5014

モデルフォレスト推進課 推進担当 075-414-5013



農林水産－９

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 京都モデルフォレスト創造事業費

予 算 額 ９，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

森林所有者、ボランティア団体、ＮＰＯ、企業、大学、行政等の
様々な分野が連携し、府民参画、府民協働による多様な森づくりを
推進するとともに、京都モデルフォレスト協会が行う企業参加の森
づくりや活動団体のネットワーク化等の取組と連携し、府民みんな
で京都の森を守り育む「京都モデルフォレスト」運動の推進を図る。

２ 事業概要

事業内容 ①モデルフォレストネットワークづくり事業

自主的で持続可能な森づくり活動を実践する上でリーダーとなる人材

目 的 (フォレストレンジャー)を養成するとともに、京都モデルフォレスト

対 象 協会が行う取組を支援する。

方法等
②府民参画促進事業

「京都府豊かな緑を守る条例」に基づく重点区域内で森林所有者と協

定を締結して森林の利用及び保全を行う活動団体に対して、その活動に

係る経費の一部を助成する。

③森林利用保全促進事業

市町村による重点区域候補地の調査を支援するとともに、森林利用保

全計画の策定に向けた合意形成を促進する。

３ 事業主体 京都府、市町村等

担当課名 モデルフォレスト推進課 推進担当 課・担当電話番号 075-414-5009



農林水産－１０

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 野生鳥獣被害総合対策事業費

予 算 額 ４１４，２００千円 新規・継続の別 一部新規

１ 趣 旨

野生鳥獣による農林業被害等を防止するため、①有害鳥獣に対する
捕獲圧強化、②地域防除力強化、③生息環境整備を柱に、「農林被害半
減戦略」として地域ぐるみの幅広い取組を総合的に推進

２ 事業概要

事業内容

① 有害鳥獣に対する捕獲圧強化

目 的 新規担い手確保のための勧誘活動や捕獲班員の短期育成研修、有害

対 象 捕獲や隣接府県との広域捕獲、個体処分等の推進

方法等

・捕獲強化対策支援事業（新規）

新型一斉捕獲おりや監視カメラ付きの遠隔操作捕獲おり、イノ

シシ捕獲おりの大量導入による捕獲対策の強化

② 地域防除力強化

防護柵の設置、ニホンザル被害緊急対策、クマ剥ぎ被害防止など、

防除対策の推進

・有害ザル撃退モデル対策事業（新規）

サルを捕獲するサル捕獲員の設置を支援

③ 生息環境整備

野生鳥獣の生息環境を保全し、人と野生鳥獣の棲み分けを促進する

ための奥山環境整備やバッファゾーン整備

・奥山環境整備事業（新規）

実のなる木の植栽や針広混交林化など、野生鳥獣の生息する奥

山環境を整備

担当課名 森林保全課 野生鳥獣担当 課・担当電話番号 075-414-5022



農林水産－１１

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

事 業 名 森林の恵みを届ける京の森整備事業費

予 算 額 １，６２７，３２１千円 新規・継続の別 一部新規

１ 趣 旨
森林の有する国土保全・水源かん養・ＣＯ２吸収機能や里山を保全す

る機能等を高度に発揮するため､間伐等森林整備を推進し､併せて森の恵

みである木材の利用拡大を支援する。

２ 事業概要

間伐等森林整備や里山整備を実施し、府民参加による森づくりを推進

事業内容 するとともに、間伐材等府内産木材の利用促進に向けた取組を実施する。

目 的

対 象

方法等

担当課名 林務課 企画・経営担当 課・担当電話番号 075-414-5016
林業振興担当 075-414-5002
林産振興担当 075-414-5009

森林保全課 森林土木担当 075-414-5028
モデルフォレスト推進課 推進担当 075-414-5005

（単位：千円）

予 算 額 事　　業　　の　　概　　要

〈環境の保全〉

〈森の恵みの活用〉

〈モデルフォレスト運動の推進〉

府内産木材利用促進事業費 37,200
・ウッドマイレージＣＯ２認証木材を使用した木造住

宅等の建築に対し、緑の交付金を交付
・木材利用啓発活動等支援

豊かな緑を守る条例に基づく府民参加による森づくり
の推進

合　計 1,627,321

京都モデルフォレスト創造事
業費

9,000

府内産木材安定供給シ
ステム整備事業費

(8,500) 原木の集出荷体制の一元化を支援

木材加工ネットワーク
化事業費

(97,880)
間伐材の需要増加に対応した加工体制強化や新た
な供給先を開拓するための輸送コストを支援

森林・林業経営イノベーショ
ン事業費【新規】

112,880
森林整備の広域化・機械化や流通の合理化、加工
体制の強化などにより府内産木材の利用を推進

林業経営高度化事業費 (6,500)
森林組合と民間事業体との広域的な森林施業の協
業化を支援

民有林・保安林・高齢級林の間伐・除伐

奥地保安林整備事業費
（間伐・除伐）

(194,000) 奥地の保安林等の間伐・除伐

豊かな里山再生事業費 79,794

基盤整備事業費
（造林・治山）

(664,597)

森林病害虫の被害を防止し、里山の再生等を推進

奥地保安林整備事業費
（府内産間伐材利用）

199,000 治山ダム等府施設での府内産間伐材の利用促進

事　　　　　　項

森林整備加速化事業費 1,189,447
利用間伐や奥地等の条件不利な森林の整備を加速
的に推進

森づくり加速化事業費 (330,850) 奥地等の条件不利な森林の整備を加速的に推進



農林水産－１２

平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

森林の恵みを届ける京の森整備事業費

事 業 名 府内産木材利用促進事業費

予 算 額 ３７，２００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

府内産木材の需要拡大の取組を支援し、森の恵みである木材に囲ま

れた豊かな府民生活の実現と適切な森林の整備に繋げるとともに、府

内産木材の利用の促進を図る。

２ 事業概要

（１）環境にやさしい京都の木の家づくり支援事業（緑の交付金）

事業内容 【３６，０００千円】

ウッドマイレージCO２認証木材を一定量以上使用した住宅、店舗、

目 的 事務所等の建築（新築及び増改築）に対し、その木材使用量に応じて

対 象 緑の交付金を交付

方法等 ◆ 補助の条件 ウッドマイレージCO２認証木材を新築で５ｍ3以上、

増改築で１ｍ3以上使用

◆ 交付金の額 ウッドマイレージCO２認証木材１ｍ3当たり10千円

◆ 交付限度額 １戸当たりの交付金の限度額 400千円

（２）環境にやさしい京の木のふれあい推進事業 【１，２００千円】

林業・木材産業関係団体が行う木材利用啓発等の活動に対する支援

担当課名 林務課 林産振興担当 課・担当電話番号 075-414-5009



平成２４年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部
建 設 交 通 部

事 業 名 緑 の 公 共 事 業 費

予 算 額 ２，２５０，６４４千円 新規・継続の別 一部新規

１ 趣 旨

地球温暖化の防止や水土保全、水源かん養等に不可欠な京都の森

林について、「緑の公共事業アクションプラン」に基づき、「豊かな

緑を守る条例」の制度を活用しながら、多様な主体の参加と連携で

森林を守り育てる様々な取組を促進することにより、緑豊かな環境

事業内容 を守り、併せて新たな雇用を創出する。

目 的 ２ 事業概要

対 象

方 法 等

▲

京都モデルフォレストの推進 ９，０００千円

京都の森林を府民ぐるみで守り育てるモデルフォレスト運動を推進
▲

公益性の高い森林の整備 １，３２５，９３６千円

放置森林、風倒木被害森林や水源地域の森林等の整備推進

▲

森林整備担い手の確保・育成【新規】 ９１，１１４千円

理論と実践を組み合わせた体系的な教育・研修や森林整備事業を通じ

た担い手育成

▲

木質資源の積極的な利活用 ３１３，１００千円

公共事業等への間伐材利用の促進、ウッドマイレージCO2認証制度に

よる府内産木材の利用促進

▲

森林生態系の保全 ５１１，４９４千円

野生鳥獣対策、森林病害虫対策の推進

担当課名 林務課 企画・経営担当 課・担当 電話番号 075-414-5015

農林水産－１３



緑の公共事業一覧

農林水産－１３－１

（単位：千円）

区分 事業内容 予算額 担当部局

1
京都ﾓﾃﾞﾙﾌｫﾚｽﾄの
推進

京都モデルフォレスト創造事業費 9,000 農林水産部

2 いのちと環境の森づくり事業費 3,479 農林水産部

3 災害に強い森づくり事業費 41,000 農林水産部

4 安心・安全の森整備事業費（公共治山） 76,260 農林水産部

5 風倒木被害森林緊急再生事業費（公共造林） 15,750 農林水産部

6 森林整備加速化事業費 1,189,447 農林水産部

7
森林整備担い手の
確保・育成

京の森を守り育てる担い手1,000人づくり事業費 91,114 農林水産部

8 奥地保安林整備事業費 199,000 農林水産部

9 森のゼロエミッション治山事業費 38,400 農林水産部

10 生活・交通基盤整備事業費 38,500 建設交通部

11 府内産木材利用促進事業費 37,200 農林水産部

12 野生鳥獣保護事業費 17,500 農林水産部

13 野生鳥獣被害総合対策事業費 414,200 農林水産部

14 豊かな里山再生事業費 79,794 農林水産部

2,250,644

木質資源の積極的
な利活用

森林生態系の保全

公益性の高い森林
の整備

合　　　計



農林水産－１４

平成２４年度当初予算案主要事項説明

文 化 環 境 部

農 林 水 産 部

事 業 名 農林水産業基盤整備事業費

予 算 額 ５，９２５，１３３千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

ブランド京野菜やブランド水産物などの生産振興により、京都の農林

水産業を未来につなげるため、生産基盤を整備するとともに、農山漁村

地域の整備を推進する。

２ 事業内容

事業内容 ■生産基盤の整備

目 的 ・京のブランド水産物の生産拠点整備（間人漁港 等）

対 象

方法等 ・効率的な間伐に必要な林道や林業機械の整備

・農産物の安定生産のための取水・生産施設整備（桂川久我堰 等）

■農山漁村地域の整備

・農業集落地域における排水施設の整備（農業集落排水）

・学校などの周辺環境と調和した排水路の整備（巨椋池３期地区）

担当課名
水環境対策課 計 画 担 当

課・担当
075-414-5209

農 村 振 興 課 基 盤 担 当 電話番号 075-414-5048

水 産 課 基盤整備担当 075-414-4994

林 務 課 林業振興担当 075-414-5002

森 林 保 全 課 森林土木担当 075-414-5028




